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平成 29年３月 22日 

 

各 位 

 

会 社 名  株式会社市進ホールディングス 

代 表 者  代表取締役社長 下屋 俊裕 

                         （ｺｰﾄﾞ番号 4645 東証 JASDAQ） 

問合せ先  常務取締役統括本部本部長 竹内 厚 

   電話 047（335）2840 

 

主要株主の異動（予定）に関するお知らせ 

 

本日、当社の主要株主に異動が生じる予定となりましたので、下記の通りお知らせいたし

ます。 

 

記 

１. 異動が生じる経緯 

 当社の主要株主である株式会社あけぼの事務所から、保有する当社株式の一部を売却する

予定である旨の報告を受けたため、当社の主要株主及びその他の関係会社の異動が生じる予

定となりました。主要株主のほか個人株主 1 名からも株式会社学研ホールディングスへ当社

株式を売却する予定である旨の報告を受けております。 

 

２. 異動する株主の概要 

（１） 新たにその他の関係会社となる株主の概要 

① 名 称 株式会社学研ホールディングス 

② 所 在 地 東京都品川区西五反田二丁目 11番８号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 宮原 博昭 

④ 主 な 事 業 内 容 
教室・塾事業、出版事業、高齢者福祉・子育て支援事業、 

園・学校事業、他 

⑤ 資 本 金 の 額 183億 57百万円 

⑥ 設 立 年 月 日 昭和 22年３月 31日 

⑦ 
大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

公益財団法人古岡奨学会 

株式会社ＺＥホールディングス 

株式会社市進ホールディングス 

13.10 

4.36 

 3.18 
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凸版印刷株式会社 

株式会社三井住友銀行 

学研取引先持株会 

株式会社明光ネットワークジャパン 

株式会社河合楽器製作所 

大日本印刷株式会社 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

 3.05 

 2.83 

 2.81 

 2.68 

 2.34 

 2.23 

 2.21 

⑧ 当 社 と の 関 係 等 

資 本 関 係 
当該会社は、当社普通株式 2,000,000株 

（保有割合 18.86%）を保有しております。 

人 的 関 係 
当社グループから、当該会社グループに社員５名

が出向しております。 

取 引 関 係 

ウイングネットの使用料受取、学研サイエンスス

クールの物品販売、学研教室ロイヤリティーの支

払い、学研幼児教室講師の派遣料支払、他 

関連当事者 

への該当状況 

当該会社は、当社の関連会社には該当しません。 

また、当該会社の関係者は、当社の関連当事者に

は該当しません。 

 

（２） 主要株主に該当しなくなる株主の概要 

① 名 称 株式会社あけぼの事務所 

② 所 在 地 千葉県市川市東菅野二丁目 12番 15号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役 梅田 威男 

④ 主 な 事 業 内 容 個人資産の管理 

⑤ 資 本 金 10百万円 

 

３. 異動の前後における議決権の数及びその議決権の総数に対する割合 

（１）株式会社学研ホールディングス 

 
属性 

議決権の数（議決権所有割合） 
大株主順位 

直接所有分 合算対象分 合計 

異動前 

(平成 28年８月 31日現在) 

主要株主である 

筆頭株主 

20,000個 

（19.07％） 
－ 

20,000個 

（19.07％） 
第１位 

異動後 

主要株主である 

筆頭株主および 

その他の関係会社 

33,000個 

（31.47％） 
－ 

33,000個 

（31.47％） 
第１位 
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（２）株式会社あけぼの事務所 

 
属性 

議決権の数 

（所有株式数） 
議決権所有割合 大株主順位 

異動前 

(平成 28年８月 31日現在) 
主要株主 

15,264個 

（1,526,400株） 
14.56％ 第２位 

異動後 － 
4,264個 

（426,400株） 
4.06％ － 

 

（注）１. 異動前及び異動後の総株主の議決権に対する割合は、平成 28年８月 31日現在の

発行済株式総数 10,604,888株から、同日現在の議決権を有しない株式数 121,488

株を控除した総株主の議決権の数 104,834個を基準に計算しております。 

   ２. 総株主の議決権の数に対する割合は、小数点以下第三位を切り捨てて記載してお

ります。 

   ３. あけぼの事務所の大株主順位については株主名簿で確認できないため、記載して

おりません。 

 

４. 開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

 該当事項はありません。 

 

５. 異動予定年月日 

 平成 29 年 5月上旬（予定） 

 

６. 今後の見通し 

 今回の異動による、当期の業績に与える影響はございません。 

以 上 


